　　　　　　　　　　　　　　　
エコマーク商品類型No.128「日用品Version1」付属証明書
K.空き缶回収器

本付属証明書は、エコマーク商品類型No.128「日用品Version1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
	

	申込者
	（会社名）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜付属証明書の作成方法＞
1． 申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載してください。
「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。
2． 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出してください。
「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。
3． 各証明書の作成は各種の記入例を参照してください。
4． 「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認してください。
5． [bookmark: _GoBack]付付属証明書の構成は、＜共通基準＞および製品構成材料毎の＜材料に関する基準＞および＜個別製品に関する基準＞および＜品質に関する基準＞の項目です。製品構成材料とは、小付属（ネジなど製品の機能上必要な小さな部品）以外の部品に使用している材料を指し、製品構成材料が複数の素材にまたがる場合は、該当する区分毎に必要です。

	項目
	添付証明書
（該当する事項をチェックしてください。）
	添付証明書の発行者

	エコマーク表示（予定）について記載して下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書（パンフレットなど）等にエコマークを表示すること
	表示媒体：
[bookmark: チェック9]□製品　／ □包装　／□取扱説明書／
□商品説明書（パンフレット・カタログ・リーフレット）／
□Web／□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	申込者

	エコマーク表示予定設計図

エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	
エコマーク表示予定設計図（書式自由・原稿）をご提出下さい。
	

	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載下さい。
	【表示無しの理由】
	

	

	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／□自社
	他社開発製品の場合、申込承諾書（記入例１）
	申込承諾者

	本商品類型で、既に　　認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない

（ブランド名以外変更がなければ、以下の項目の証明は不要です）
	エコマーク商品認定　審査結果通知書の写し
既認定型式と本申込　　製品の型式との対応表
	





	
	
	変更点についての認定基準に対する証明書（変更がある場合）
	



4-1.＜環境に関する基準＞
4-1-1.＜共通基準＞
	項目
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-1-1(１)
環境法規
	最終製品製造工場名
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	証明書（記入例２）
＊本証明書の発行日は、申込日より3ヶ月以内のものとします。
	最終製品製造　工場長

	4-1-1 (2)
製品の包装材
	· 無包装
	
	

	
	□簡易包装
包装材の材質：
包装方法：


	
	

	
	※プラスチック包装材を使用する場合は、下記を記載してください。また。右記添付証明書を提出してください。
包装材の材質表示 □有／□無
     材質表示を省略する場合の根拠
     （ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	材質表示設計図
	申込者

	4-1-1 (3)
製品の包装材
（ハロゲン）
	包装に使用されるプラスチック材料のポリマー骨格に、ハロゲンを含むプラスチックの使用
□なし／□あり
	
	




4-1-2.＜材料に関する基準＞
記入表3製品重量証明書に記載の小付属以外の材料について、以下の該当する材料種の証明書をご提出ください。

A.　紙
	項目
	記入欄
	提出書類
	添付証明書の
発行者

	4-1-2 (4)
古紙パルプ配合率
	
	記入表３
	申込者

	
	
	証明書（記入例A-1）
＊本証明書の発行日は、申込日より1年以内のものとします。
	製紙事業者

	4-1-2 (5)
塗工量
	
	証明書（記入例A-1）
	製紙事業者

	4-1-2 (6)
白色度
	
	証明書（記入例A-1）
	製紙事業者

	4-1-2 (7)
蛍光増白剤
	　
	証明書（記入例A-1）
	製紙事業者

	4-1-2 (8)
塩素ガス
	　
	証明書（記入例A-1）
	製紙事業者




＊記入例A-1は、各紙材料ごとにご用意ください。

B.　木材
	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	提出書類
	添付証明書の
発行者

	4-1-2 (9)
木質部分または
セルロースにおける
原料配合率
	
　「木質部またはセルロースの原料は再･未利用木材、廃植物繊維および未利用繊維を１００％」

□使用している／□使用していない
	記入表３
	申込者

	
	
	原料事業者一覧表
（記入表B）
＊原料事業者が１０社　　以上の場合
	申込者

	
	
	（原料取引量上位１０社による）原料証明書　　（記入例B-1）
	原料供給事業者

	4-1-2 (10)
木材保存剤
	　「木材保存剤（木材防蟻剤・木材防腐剤・木材
　防虫剤・木材防かび剤）を処方構成として」

□使用している／□使用していない
	
	

	4-1-2 (11)
トルエン、キシレン
	　「製品出荷時にトルエンおよびキシレン
の放散が」

□検出されない／□検出される
	JIS　A1901の測定方法による試験結果
	申込者または第三者試験機関

	
	· トルエン、キシレンを処方構成成分として添加
していない
□屋外のみで使用のため適用除外
	
	

	4-1-2 (１2)
ホルムアルデヒド
放出量
	□接着剤、塗料の使用なし
□屋外のみで使用のため適用除外
	
	

	
	
□接着剤の使用あり
□塗料の使用あり
	JIS　A1460、JIS　A１９０１、該当JASなどに指定される測定方法による試験結果

または

F☆☆☆☆等級、JASにより非ホルムアルデヒド系の接着剤使用の表示を認められたこと、あるいは規制対象外であることの証明書(写し可)
	申込者または
第三者試験機関　　　　




C.　プラスチック
	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製造工程の概略
	
	記入表C
	申込者

	4-1-2 (13)
再生ポリマー質量割合
	
	記入表C-1
	申込者

	
	
	証明書（記入例C-２）
	再生プラスチック回収事業者

	4-1-2 (14)
バイオマスプラスチック
	a.バイオベース合成ポリマー含有率
	記入表C-3
	申込者

	
	
	バイオベース炭素含有率の測定結果、およびバイオベース炭素含有率を用いたバイオベース合成ポリマー含有率の計算結果
	第三者機関など
ど

	
	
	記入表C-4_1(c)
または
バイオベース合成ポリマー含有率の管理について、第三者機関による監査または認証を受けていることの証明書
	原料樹脂供給事業者など

	
	b.バイオマスプラスチック（原料樹脂）の持続可能性
	バイオマス原料の素性（栽培地（国、州、市等）または廃棄物・副産物等の発生過程など）および（原料樹脂）製造までの一連の製造工程のフロー図（基礎化学品（モノマー）の製造、ポリマー製造等の関係する事業者名）
	原料樹脂供給事業者など

	
	
	記入表C-4_別表1(a)_
または
バイオマス原料の持続可能性について第三者による監査または認証（プラスチック等の持続可能性を検証する国際認証制度など）を受けていることの証明書
	

	
	エコマークで認定事例のないバイオマスプラスチックやバイオマス原料を使用した製品のエコマーク申請については、エコマーク事務局から申請者（もしくは樹脂供給者等）に原料等に関する情報提供（右記）の提出を求める場合があります。
	※エコマーク事務局からの要請に応じて提出
記入表C-4_別表1(b)
	

	
	c.バイオマスプラスチック（原料樹脂）の環境負荷低減効果（ISO14040およびISO14044等に準拠して実施したものであること）

いずれかにチェックをして下さい
□プラスチックの持続可能性を検証する国際
認証制度などでの検証結果(ただし、代替し
ようとする従来の樹脂と比較の提出が必要)
□第三者との共同研究や第三者のレビューを
受けている
第三者の機関名等[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
□原料や製造工程（工場）が同じ場合には、学
術雑誌等で発表された論文を提出する
□その他
□2022年11月までにエコマーク認定を受け
た商品で提出されたLCAである
（バイオPE、バイオPET、PLA、PTTに限る）

※樹脂製造以降のシナリオが代替する化石資
源由来の樹脂と同じ場合には、樹脂までの
LCAの結果を提出することも可とする
	第三者による
LCA評価の結果
	原料樹脂供給事業者など

	4-1-2 (15)
代替フロン
	
	証明書（記入例C-5）
	プラスチック部分または製品の最終製造工場長

	4-1-2 (16)
ハロゲン
	プラスチックのポリマー骨格に、ハロゲンを含むプラスチックの使用
□なし／□あり
	
	

	4-1-2 (17)
重金属試験
(再生プラスチックを使用の場合)
	再生プラスチックの重金属試験結果を提出してください。
※再生プラスチックを含む製品や部品としての重
金属試験でも可
	重金属の試験結果
※試験方法は、製品ごとに定められている法令や業界自主基準（例：厚生省告示370号(カドミウム、鉛の材質試験及び重金属の溶出試験)、土壌汚染対策法（カドミウム、鉛、六価クロム、水銀、ヒ素、セレンの溶出試験）などによる。
	第三者試験機関など

	4-1-2(17)
プラスチック添加物
	該当項目にチェックし記入表等を提出してください。

□各製造事業者の発行による記入表C-6a
　　　※各製造工程を担当する事業者は、バージン樹脂製造事業者、再生材料供給(ペレット化・フレーク化)事業者および成型事業者を指し、それぞれの事業者から本証明書を発行してもらう必要があります。

□成型事業者等の発行による記入表C-6b

	記入表C-6a
※バージン樹脂製造事業者による証明書は、記入表C-6aに代えて、業界ＰＬの樹脂登録確認証明書の写し、食品用以外は重金属試験結果でも代用可。
再生材料供給事業者および成型事業者の証明書は、C-6aを提出(詳細はC-6a注釈を参照のこと)。
または/および
記入表C-6b
※記入表C-6bで証明する場合には、発行者よりも川上（上流側）の製造段階で使用される原材料も含めて確認していることが必要です。成型事業者に代わって、より川下の組立・最終製造事業者による証明でも可。
	



(記入表C-6a)
各製造工程担当事業者





(記入表C-6b)
成型事業者等

	4-1-2(18)
プラスチック難燃剤
	□プラスチック材料に難燃剤の使用あり
□プラスチック材料に難燃剤の使用なし

使用がある場合は、以下を記載してください。
化学物質名（　　　　　　　　　　　　　　）

PBB、PBDE、短鎖塩素化パラフィンを処方構成成分として添加していないことに
　　　　□適合する　／　□適合しない
	
	




 D.　ガラス

	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	提出書類
	添付証明書の
発行者

	4-1-2 (19)
ガラスカレット利用率
	「ガラスカレット利用率（重量割合）」
□70％以上
□20％以上（耐熱ガラス）
□上記未満
	記入表３
	申込者

	4-1-2 (20)
素材となるガラスカレットの安全性の検証
	「ガラスカレットは安全性（総水銀、クロム、ヒ素、セレンの溶出）について検証され、説明されていること。当該物質の溶出については、土壌汚染に係る環境基準[平成3年8月23日、環境庁告示第46号]を満たす」

□適合する　／　□適合しない
	
以下の1～3を提出

1.ガラスカレットの仕入方法

2.ガラスカレットの受入時確認基準

3.土壌汚染に係る環境基準[平成３年８月２３日、環境庁告示４６号]による試験結果（カドミウム、鉛、総水銀、クロム、ヒ素、セレン）

	1及び2
ガラスカレット納入事業者

3. 申込者または第三者試験機関

	4-1-2（21）
着色剤の添加
	· 着色剤の使用なし
	
	

	
	□着色剤の使用有り

「カドミウム、鉛、水銀、六価クロム、ヒ素およびその化合物を処方構成成分として添加した着色剤を」

□添加している／□添加していない
	以下の1または2を提出
1.着色剤の成分表
2.ＭＳＤＳ
	着色剤製造事業者




E.　繊維
	項目
	記入欄
(該当する事項をチェックしてください)
	添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1-2（22）
未利用繊維、リサイクル繊維
	
	記入表E-1
	申込者または製造事業者

	
	
	記入表E-2
	繊維材料供給事業者

	4-1-2 (23)
バイオマス合成繊維
	a.バイオベース合成ポリマー含有率
	記入表E-3
	申込者

	
	
	記入表E-4
	繊維材料供給事業者

	
	
	バイオベース炭素含有率の測定結果、およびバイオベース炭素含有率を用いたバイオベース合成ポリマー含有率の計算結果
	第三者機関など
ど

	
	
	記入表C-4
または
バイオベース合成ポリマー含有率の管理について、第三者機関による監査または認証を受けていることの証明書
	原料樹脂供給事業者など

	
	b.バイオマスプラスチック（原料樹脂）の持続可能性
	バイオマス原料の素性（栽培地（国、州、市等）または廃棄物・副産物等の発生過程など）および（原料樹脂）製造までの一連の製造工程のフロー図（基礎化学品（モノマー）の製造、ポリマー製造等の関係する事業者名）
	原料樹脂供給事業者など

	
	
	記入表C-4_別表1(a)_
または
バイオマス原料の持続可能性について第三者による監査または認証（プラスチック等の持続可能性を検証する国際認証制度など）を受けていることの証明書
	

	
	エコマークで認定事例のないバイオマスプラスチックやバイオマス原料を使用した製品のエコマーク申請については、エコマーク事務局から申請者（もしくは樹脂供給者等）に原料等に関する情報提供（右記）の提出を求める場合があります。
	※エコマーク事務局からの要請に応じて提出
記入表C-4_別表1(b)
	

	
	c.バイオマスプラスチック（原料樹脂）の環境負荷低減効果（ISO14040およびISO14044等に準拠して実施したものであること）

いずれかにチェックをして下さい
□プラスチックの持続可能性を検証する国際
認証制度などでの検証結果(ただし、代替しようとする従来の樹脂と比較の提出が必要)
□第三者との共同研究や第三者のレビューを
受けている
第三者の機関名等[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
□原料や製造工程（工場）が同じ場合には、学術雑誌等で発表された論文を提出する
□その他
□2022年11月までにエコマーク認定を受け
た商品で提出されたLCAである（バイオPE、バイオPET、PLA、PTTに限る）

※樹脂製造以降のシナリオが代替する化石資源由来の樹脂と同じ場合には、樹脂までのLCAの結果を提出することも可とする

	第三者による
LCA評価の結果
	原料樹脂供給事業者など

	4-1-2（24）
化学物質
	a.加工剤
	記入表E-5
※加工によっては試験結果等を添付
	申込者または
製造事業者

	
	b.遊離ホルムアルデヒド量
	試験結果
またはF☆☆☆☆等級の認定書の写し
	第三者試験機関など

	
	ｃ.染料・顔料

※右記のいずれかをご提出ください。
	記入表E-6

または
	原着、染色または製品印刷工場

	
	
	申込者または製造事業者における調達基準書　および
サプライチェーンに確認した証明書（定型の様式の場合はサンプルでもよい）
	申込者または
製造事業者

	4-1-2（25）
ハロゲン
	繊維のポリマー骨格に、ハロゲンを含む樹脂の使用
□なし／□あり
	
	




F.　ゴム
	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	提出書類
	添付証明書の
発行者

	4-1-2（26）
再生ゴムの質量割合
	「全ゴム中の再生ゴムの質量割合が」
　□60％以上（ゴム粉を用いた常温成型品）
　□10％以上
□上記未満
	記入表３
	申込者

	
	
	証明書（記入例F-１）
	原料供給事業者

	4-1-2 (27)
重金属
(カドミウム、鉛、ヒ素、六価クロム、総水銀、セレン）　
	
	
土壌汚染に係る環境基準[平成３年８月２３日、環境庁告示４６号]による再生材料の試験結果

· 厚生省告示３７０号、ＥＮ７１－３の試験方法でも可

＊再生ゴムを含んだ部品また
　は製品での試験結果でも可

· 全ての原材料について、該当する化学物質を処方構成成分として添加していないことの原材料供給者および申込者による証明でも可

	第三者試験機関　

	4-1-2 (28)
ゴムの難燃剤
	□ゴム材料に難燃剤の使用あり
□ゴム材料に難燃剤の使用なし

使用がある場合は、以下を記載してください。
化学物質名（　　　　　　　　　　　　　　）

PBB、PBDE、短鎖塩素化パラフィンを処方構成成分として添加していないことに
　　　　□適合する　／　□適合しない
	
	

	4-1-2 (29)
情報提供
	　表示場所
　　□取扱説明書　　　　　□製品ラベル
　　□製品パンフレット　　□その他（　　　　　　　）
	表示設計図
	申込者

	
	　表示内容
□材料名称
□アレルギーに対する「使用上の注意」
□天然ゴムの場合：ラテックスアレルギーに対する「使用上の注意」
	
	




G.　焼物
	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	添付証明書
	添付証明書
の発行者

	4－1.（30）
常温成型品
	· 焼成品
· 常温成形品
（常温成形品は本分類の対象外）
	
	

	4－1.（30）
再生材料の
配合率
	
	記入表３
	申込者

	
	
	証明書（記入例G-1）
	原料供給事業者

	4－1.（31）
有害物質の溶出
	
	土壌汚染対策法施行規則（環境省令第29号）に適合していることの溶出試験結果（カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、ホウ素、フッ素）
	第三者試験機関または公的機関




4-1-3.＜個別製品に関する基準＞
	項目
	記入欄
(該当する事項をチェックしてください)
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-1-3. (32)
情報提供　　　　　　　　　　　　　　
	
	取扱説明書、製品ラベル、パンフレットなど
	申込者

	4-1-3. (33)
空き缶回収機器
	
・「アルミ缶とスチール缶の分別、缶の圧縮、貯蔵が自動的に行える装置を備えている」
□適合する／□適合しない

・「修理点検に支障をきたさないようなアフターサービス体制が確立している」
□適合する／□適合しない
	修理サービスの範囲、必要期間、費用、連絡先などのユーザーへの情報提供をアフターサービスの体制としていることが記載された説明書
	

申込者




	

4-2.　＜品質に関する基準＞

	項目
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-2. (34)
製品の品質
	
	構造の堅牢性、故障、安全性のデータなどに関する証明書
	最終製品製造工場長

	
	
	証明書（記入例４）
	

	

5.　＜配慮事項＞
認定の必須要件ではありませんが、製造にあたって配慮することが望ましい項目です。以下について各々の適応状況をご報告ください。


	項目
	記入欄
（該当する事項をチェックしてください）
	左記内容の具体的な説明

	5.(1)
包装材への再生材使用
	□包装材に紙、板紙を使用
古紙パルプ配合率（　　　　　　）％

□包装材にプラスチックシート（厚さ0.25mm以上）を使用
再生プラスチック配合率（　　　　　　）％

□包装材にプラスチックシート以外のプラスチック（厚さ0.25mm未満）を使用
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